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第１章 研究の背景及び目的 

日本の各市町村では緑の基本計画を策定し、この計画に基づいて緑地の整備と保全、緑化推進が行わ

れている。緑の基本計画の立案過程において、緑地の変遷過程や分布特性を評価し、緑地の整備や保全

等に対する戦略的な計画論が求められている。 

戦略的な計画論を考える上で、これまでの施策展開から基本的な項目としては、緑地の現状認識や過

去の緑地施策の有効性の検証に関わる緑地分布の変遷、生物多様性の保全とともに人々の利用を支える

緑地の集塊性や連続性、緑地整備の根幹的な指標となる都市公園の充足性が考えられる。これらの基本

的な項目に関する評価手法を既往研究から整理すると、いずれの研究においても、単断面的な解析が中

心となっており、戦略的な計画論に結びつく複合的な解析はほとんどなされていないといえる。 

また、都市計画法第６条の都市計画基礎調査に相当する緑地の現況把握は、これまで非常に脆弱な状

況にあった。しかし近年、デジタルデータが徐々に整っていく中で、GIS を用いて緑の基本計画を戦略

的に進めていくための解析、評価が可能となりつつあるが、既往研究の整理でも述べたようにその方法

論は未発達である。 

そこで本研究では、緑地施策の選択と集中が求められる中で、戦略的な計画論に寄与する GIS を用い

た緑地の多角的評価手法のあり方を探ることを目的とする。 

なお、本論文では、大阪府堺市を対象に、多角的評価の一環として、基本的な項目として捉えた緑地

分布の変遷とともに、緑地の集塊性や連続性、都市公園の充足性に関して解析、評価を実行し、その有

効性を検証することで、GIS を用いた緑地計画の立案過程における多角的評価手法のあり方を探った。 

 

第２章 地帯構造及び市街地履歴や法規制との関係性から捉えた緑地分布の変遷の評価手法 

本章では、明治期から昭和期を経て現在に至る緑地分布の変遷を明らかにするとともに、緑地分布の

変遷と地帯構造並びに市街地履歴や法規制との関係性を GIS を用いて地理的空間上で解析、評価するこ

とを試みた。 

まず、GIS を用いて過去の紙媒体のデータをデジタルデータ化するとともに、近年供給されているデ

ジタルデータを基礎データとして、各種のポリゴンデータの分布図を作成し、GIS のオーバーレイ解析

機能を用いて解析、評価を進めた。なお、本章では明治期からの緑地分布の変遷を対象とすることから、

近年合併された美原区を除く旧堺市域を調査対象とした。 

明治期（明治 17～20 年）と昭和期（昭和 42 年）、現在（平成 20 年）の３時期の緑地分布の増減を地

理的空間上で捉えることにより、緑地分布の変遷を緑地の継承、消失、発生として特定した。 

その結果、昭和期から現在にかけて堺市全域で約半数の緑地が消失しているものの、現在の緑地分布

の 23％が昭和期以降新たに発生していること。次いで、明らかにした緑地分布の変遷と地帯構造との関

係性を捉えた結果、農地は丘陵地、台地、平坦地、それぞれで 70％強が消失し、新たに発生した農地は

ほとんど存在していないこと。樹林地も同様に各地帯で 50～60％が消失しているものの、丘陵地や平坦

地では約 50％の樹林地が継承されていることに加え、平坦地では昭和期の３倍近くに相当する 600ha 強

の樹林地が新たに発生していることを明らかにした。市街地履歴や法規制との関係性を捉えた結果、農

地は市街化調整区域内で継承率が 50％前後と一定高い中で、特に、農振農用地がその保全に寄与してい

ること。樹林地は風致地区と都市公園エリアでの継承率が高いことに加え、新住宅市街地開発事業や土

地区画整理事業に留まらず、市街化区域内の一般市街地を含め、それぞれ 100ha 強〜500 ha 弱と多くの
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樹林地が発生していることを明らかにした。 

以上のように、各時期の緑地分布のデジタルデータを GIS のオーバーレイ解析機能を用いて地理的空

間上で解析、評価することで、継承、消失、発生といった緑地分布の変遷を明確化できることを明らか

にした。また、緑地分布の変遷と地帯構造や市街地履歴、法規制との関係性を同様の手法で解析、評価

することで、地形的特性を反映した緑地の担保力や潜在力が推定できること。また、各種の地域制緑地

制度等によって保全の担保力や各種の市街地開発事業に伴う緑地施策によって緑地創出の可能性が異な

ることを明らかにした。 

 

第３章 集塊性と連続性から捉えた緑地の分布特性の評価手法 

本章では、堺市域に分布する緑地全体と緑地の主要な構成要素である樹林地に着目し、その集塊性や

連続性から捉えた緑地の分布特性の解析、評価を試みた。 

平成 20 年の堺市作成の緑の現況調査における 43 分類の緑地を、樹林地、草地、農地、水面の４分類

に統合化し、それらのポリゴンデータを作成した。次いで、これらのポリゴンデータを 25ｍ×25ｍのラ

スターデータに変換し、まず、GIS の近傍解析機能を用いて、緑地セルの集塊性指数 CON 値を計測した。

なお、集塊性指数 CON 値は、緑地セルを中心に９近傍を用いて評価するものであり、当該セルを含む CON

値が１～３を小規模な孤立緑地、CON 値が４～６をモザイク状の緑地、CON 値が７～９をまとまりのある

緑地とした。次いで、このラスターデータを用いた GIS のバッファー解析機能を用いて、緑地の連続性

を支える河川と幹線道路との接合性を解析、評価した。 

評価結果を見ると、集塊性については、堺市全域でまとまりのある緑地は全緑地の約 60％であるが、

区別に見るとまとまりのある緑地は南区に集中し、その他の区では 10％前後に留まっていることから、

各種の緑地が孤立化する傾向にあること。また、まとまりのある樹林地は、堺市全域に分布する樹林地

の 30％弱に留まることに加え、南区に集中していることから、樹林地の大部分が孤立状態にあることを

明らかにした。連続性については、河川や幹線道路と接合する緑地は、それぞれ全緑地の 11％と 15％に

留まっており、河川や幹線道路を媒介した連続性は低い状況にあること。また、樹林地の解析結果から

は、幹線道路と接合する樹林地は 14％と全緑地と同程度であるものの、河川と接合する樹林地は 8％に

留まり、河川を媒介した連続性は低い状況にあることを明らかにした。 

以上のように地理的空間上で緑地の集塊性や連続性を解析、評価することによって、生物多様性の保

全上重要となるまとまりのある緑地の分布状況や生態学的なコリドールの形成とともに、人々の利用を

支える緑地のネットワークの現状を明確化できることを明らかにした。これらのデータは、今後の緑地

の保全やネットワーク形成に関わる戦略論に寄与する基礎データとなりうるものと考えられる。 

 

第４章 アクセシビリティ評価から捉えた都市公園の充足性の評価手法 

本章では、アクセシビリティ評価に基づく都市公園の規模別の充足性を圏域内面積と人口の２つの指

標から評価するとともに、規模の異なる複数の都市公園への選択性に基づく充足性の解析、評価を試み

た。 

平成 17 年の堺市作成の公園緑地図を用いて、施設の整備内容から都市公園を規模別に 1ha 未満、1ha

以上 4ha 未満、4ha 以上 10ha 未満、10ha 以上に４分類した。次いで、国土数値地図 2500 空間データか

ら公園へのアクセス路となる道路データを作成し、GIS のネットワーク解析機能を用いて公園のアクセ
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ス圏域を生成した。アクセス圏域は、既往の施策展開から都市公園の規模に応じて 250m、500m、1,000m、

2,000m とし、アクセス圏域内面積と人口の２つの指標から都市公園の充足性を評価するとともに、規模

の異なる複数の都市公園への選択性に基づく充足性を解析、評価した。 

評価結果を見ると、都市公園の規模別の充足性では、10ha 以上の都市公園のアクセス圏域は堺市全域

の面積では 52％、人口では 61％と一定の充足性を示すこと。一方、1ha 以上 4ha 未満、4ha 以上 10ha

未満の都市公園は面積、人口ともに充足性が低いこと。また、1ha 未満の都市公園は面積で 34％と低い

水準に留まるものの、人口では 50％を超え、一定の充足性を満たすことを明らかにした。次いで、規模

の異なる複数の都市公園への選択性に基づく充足性では、住区基幹公園に相当する 4ha 未満の小規模な

都市公園と都市基幹公園に相当する 4ha 以上の中・大規模な都市公園の２種類の規模の都市公園にアク

セスできる圏域は、面積で堺市全域の 24％、人口で 41％とまだまだ低い状況にあることを明らかにした。 

以上のように、GIS のネットワーク解析機能を用いて、都市公園へのアクセス圏域を生成し、都市公

園のサービス圏域面積から評価した充足性だけでなく、サービス人口比率からも評価することで、より

実態に即した都市公園の整備水準を明らかにすることが可能となることを示した。さらに、規模別の選

択性に基づく充足性からは、住区基幹公園に相当する小規模と都市基幹公園に相当する中・大規模の都

市公園の２種類の都市公園にアクセスできる圏域と人口を評価することによって、施設の整備内容に対

応した都市公園の配置のあり方を探ることも可能となることを明らかにした。 

 

第５章 結 論 

本研究の結論として、これまでの評価手法の検証を通じて、緑地計画の立案過程における GIS を用い

た緑地の多角的評価手法のあり方を探る。 

緑地計画の立案過程において、基本的な項目として取り上げられる緑地分布の変遷とともに緑地の集

塊性や連続性、都市公園の充足性に関しては、従来、行政に関わる各種の圏域を基本とした解析、評価

や緑地の単純な数量的な統計処理を基本とした解析、評価が行われてきており、それには限界があると

言われてきた。そこで、本研究では、GIS を活用して地理的空間上で解析、評価することによって、以

下のような緑地の多角的評価が可能となることを明らかにした。 

緑地分布の変遷では、地理的空間上で緑地の継承、消失、発生を明らかにすることができること。ま

た、この緑地分布の変遷と地帯構造や市街地履歴、法規制との関係性を解析、評価することによって、

地形的特性を反映した緑地の担保力や潜在力、地域制緑地制度等の保全の担保力や過去の緑地施策の有

効性の検証による緑地創出の可能性を明らかにすることが可能となること。さらに、緑地の集塊性や連

続性を評価することによって、保全上重要となる緑地やネットワーク形成上の欠損エリアを明確化する

ことが可能となること。各規模の都市公園へのアクセシビリティ評価からサービス圏域や人口という都

市公園の充足性とともに複数の都市公園への選択性に基づく充足性を解析、評価することによって、よ

り実態に即した都市公園の整備水準を明確化できるとともに施設の整備内容に対応した都市公園の配置

のあり方を探ることも可能となる。 

以上の本研究で明らかにした緑地分布の変遷とともに緑地の集塊性や連続性、都市公園の充足性とい

う計画論上の緑地に関わる基本的な項目を多角的に評価し、それらを統合化することによって、緑地施

策の選択と集中が求められる中で、重点施策のあり方やその展開を図るべきエリアを明確化することが

でき、戦略的な計画論の基礎データとして有効となると考える。 


